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導によるものが広く知られているが， 岡田 Eはそれ以外1=， r協調問題開発委
員会 (UR)jの調査グノレーゾである iUR調査班 (UR!¥F)jや「企業民主化
委員会 (FODD)j等も作業組織の変革を推進した。
URAFは SAFとスウェーデン労働組合連合 LO，およびホワイトカラー中
央組織 TCOの合問機関 UR による中央からの作業組織変革のフロジェクト
をすすめたが，これは， ノルウェーの産業民主化フロジ z グ Tの方式にならっ
たものであった。とれに対して，もう 1つの機関 FODDは固有企業における
作業組織変革のフロジェクトを推進したものである。
確かに， SAF技術部の下で実施された作業組織の再編成と比べると， URAF 









の傾斜を強めさせたと考えられることである (Abrahamsson1980， p. 10J。
第3にそれが， 1970年代後半からの LO等労働組合のイニシアティブによ
る作業変革プロジェクトあるいは労働生活センタ-ALC におけるプロジミク
















とし、う [deGeer 1982， p. 41J。
しかし，科学的管理法が労働生活に多大の影響を及ぼしはじめるのは，第二
次大戦後のことで，これと時期を同じくして人間闘係論も同国に入ってきたと
いう [Gardelland Svensson 19t!U， p.1]。科学的管埋法普及の一指標として，
JE専門家(lndustrialEngineer) の数をみると，それは， 195日年の1，500人か




実争うした研究は， 1952年のセゲノレステッド&ノレンドグィスト (T. Segers. 
tedt och A. Lurdquist) fこよる『産業社会にお吋る人間Jl(Maniskan indus-
162 (162) 第 137巻第l号
strisamhal1et)や1958年のエリクソ γ(1.Erixon) の『快適さと生産性~ (Tr日-
sel och Productivitet)等あ著作にみることができる。















3週間の有給休暇， 1954年国民健康保険， 1960年週44時間労働制， 1960年国民
年金計画， 1963年 4週間の有給休暇など)[von Otter 1980b， p. 146)。国民1
人当りの所得も急増1..，さらに，労働組合の政策により，労働者|吋賃金格差も
かなり縮少してきていた CForseback1980， p. 80) 
したがって，労働生活における不満は，大きく顕在化はじていなかったとみ
られる。例えば，第 4ー 1図に示されるように， 1950年代中頃から1960年代の
末までは，むしろ労働争議の少ない期間として特徴づけられる九
1) 奥林民はλ ウZ デーンLつい Ci196C年代に入り労使関節も悪化ヂる中で」科学伯管理法に対





スウエ デンにおける背d事研究と作業組織の再編成 (163) 163 













1946 1950 1955 19氏 190:; ]970 1975 
出所) N. Elvander，“ Swed~n "， in B. C. Roberts (ed.)， Towards lndustrial Democracy， 
1979， p.141 ; H. Bt:rglill och 13. Rundblad， Arbetsmar-knaden i Sverige， 1978， S.50 
注 1) 1964年以前の非公認ストの統計は不明。
LかL，産業紛争にはならなかったものの問頴は次第に大きくなりつつあっ









キ統計は，両国り特世を>tl立するには不適当という ζ とになる。 そこで， 1，000人当りの労働損
失日数でみると19日←65年年平均ではノルウェ -139日に対しスウz ラン5日で圧倒的にノルウ
ェーが多いが， 1966-70年では16 日耐と8~ でスウェープンの点が 2 倍官民 Cある。また， 1971-75年
では52日対72日で少しスウエ デンの方が多し、。その後は1976年 (90日対7日)， 77年(16日対


























l~以 1910 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 
出所) A. Nilsson och S. Paulson，“Arbetsmarknadens utveckling i Sverige，" i J.C. Karlsson 
(red.)， Om Lonearbete， E:πbok i arbetssociologi， 1983， S.75， Diagram 2: 1 
労働組合連合 LOに認識させたのは， ダーノレストレム&ガノレデノレ (E.Dahl. 
stram och B. Gardell) による社会・心理学的研究であった。彼らは， LOの
依頼によって， 1960年代に入ってとくに激しさを加えた技術進歩の影響を調査
し， 1960年の LO 大会に『労働組合運動と技術進歩~ (Fackfゐrenigsrorelsen




CDahl目的m 1978， p.11: T. Sandberg J982， p. 143J。
Lかし，経営者側の，との問題の研究は，もっと早<，かっ具体的でもあっ
た。例えば， 64年に発行された E レンマン (Rhenman)による『企業民主制
スウェーデンにお日る職務研究と作業組織り再編成 (165) 165 
と企業組織j(Foretagsdemocrati och foretagsorganisation) と題する報告書
では，イギ :J7-， インド，ノノレ'~? ;:，:.ーにおける社会・技術システム論による実




に自律的作業集団への注目をう仕がLたのである [d.T. Sandherg 1982， p 
146)。




1950年代には PA協議会のスタップは，ノノレウェ の E トーノレ九ノレッド
(Thorsrud) とも交流していたという [T.Sandberg 1982， p. 156J， 
そして， 1963には，スウヱーデンにおL、ても，鉄鋼会社ファーゲノレスタ社
(Fagersta) で， IE専門家
ともにグノルレ一プ.ベ スの作業組織が試みられている O また， 196臼5年には彼ら
は'ノルウェー産業民王化プロジェグトにおいて作業組織の再編成の最初の実





1982， pp. 156， 163J。
3) なお， PA協議会は，栓にその理事会に LOとTCO if~代表を加え， SAFから独立した出珂
となる。
4) 因みに， SAF技術部は. 1966年に設立されるが， その長をはじめ，主だった多〈の人々が
Fagersta社に勤めていた IE専門家が多い [T.Sandberg 1982， p.163)。
166 (166) 第四7巻第l号
こうして， 1966年までには， SAFも Lο もともに，程度の差こそあれ，職
務内容，あるいは労働生活に関する問題の重要生を認識するようになっており，
この認識が， 1966年の工場協議会協定の改訂に反映される。もともと， SAFと
LO-TCO との聞には， 1946午に工場協議会協定が締結されてはし 1たがく1958
年に一部改正された)[LO 1977， p. 72J.経営権の厚い壁5Jの前に，労働組合
は団体交渉を重視する立場をとり，工場協議会の役割に多くを期待してはこな
かった [LO1977， p. 9Jo 
しかし 19E日年 LO大会に提出きれた報告書の一つは，調査に回答した紺
合員の80%がその作業において健康が何らかの程度危険にさらされているとし
ており [LO1977， p. 9J，こうした労働生活上の問題に取り組むために， LO 
は，工場協議会の役割について認識を改める必要に迫られていたといえる。
かくて，一方の SAFの側は，生産生の改善との関係で職務の社会・心理的













5) 1906年のいわゆる[12月の妥協」によりサ LOは組d由化の孟認を得るのと引き換えにj 労働者
の採用，指岬，解雇に関する経営権を認めていた (Forseback1980， pp. 7-8: Abrahamsson 1980， 
p. 5)。この経営権に封ずる挑戦が1970年代の皆勤組合運動D つの焦在となる。
スウエ デンにおける職務研究と作業組織の再編成 (167) 167 
それゆえにまた，これに対抗して LO等のプロジェクト，さらに，研究上の
労使のバラン月のために， ALC6)が成立したと考えられるかbである。それゆ




のιとtあった。この間注目すべき点は，第 1には， 1966年に SAFの技術部
が設立されたことである。そして，この年には， "去に数多〈の作業組織の変市
を指導し，現在ではこの面での第一人者ともいうべき R リンドホノレム (Lind-
holm)，翌年には J-pノルステット (NorRtedt) 左H リンデスタンド (Lin-
destad)が同技術部に加わるが，これらの人々はすべて IEの専門家であっ




第 2に注目すべき動きは，前述の SAF設立になる PA脇議会が早くも作業
組織の変革を試みはじめたことである。すなわち， 1967年には，アトヲエ・コ
プコ社 (AtlasCopco)の削岩機組立部門87で，また， 1968年には同社の2l1Jの部
門において，さらに 1968-69年には， フスグヴァノレナ社 (Husqvarna) とス



















なったことである [Dahlstrom1978， p. 100J。




















スウェー デンにおける職務研究と作業組織り再編成 (1田) 169 
治体と県レベルにおける参加の推進のためにそれぞれ「協調問題中央協議会」
が設置され，スウェーデンにおける産業民主化の動きはますますあわただしさ












うした状況の中で， FODD， URA， SAF技術部はどのような役割を果したので
あろうか。
III FODD，URAF，SAFおよび技術部の活動






補完されるべきであると寸るものであった (T.Sandberg 1982， p. 146l。
9) アルヴィカ田タパュ工場以外の他の4件は，へルネサンド CHarnosand)のタパョ工場， カー
ルスクロヲ CKarlskrona)とウデラ (Udddla)の造船所， および VARAレストランである
(LO 1976， p.24J。
170 (170) 第137巻第I号
次に， URAFでは，有名なアトラス・コプコ社のシクラ工場 (AItas Copco 


























スウューデ γにおける職務研究と作業組織の再編成 (171) 171 
をあわせ，その解決のために経営者自ら作業組織の変革を推進することができ








すという基本的考え方には立ってきたが [T.Sandberg 1982， p.120J， 1960年
代になると技術進歩が雇用に及ぼす影響に懸念を示しはじめた。 しかしヲ LO 
は，生産性向上にはただちに反対といった硬直した考え方はとらず， 1972年に
は SAFと生産性向上と職務満足のための合理化協定を結んだ [LO1976， p. 









ていた [Forseback1980， p. 39J。
ところで，社会・技術システム論は産業民主化論をその中に含むものであり，
10) T. Sandbergはこの点を SAF技術部プロジェクトの成功の理由として強調している。 pp目
179，181-182 
ll) LOはその報告書の中でー 職場での産業民主化D他への波及j 経官者や監督者との力関係の変











の評価を与えてもいる (LO1977， pp. 30， 88-94J。また現在の労働生活センタ






らみて問題と d思われるものもあった。そこで LO は，すでに1970年 2月に，
「自律的作業集団の名の下に非常に多くの実験が行なわれているが，それに値
しないものがある」として， SAFに交渉を申し入れている [T.Sandberg 1982， 
pp. 164-165J し，そうした例と Lて，エッセム.、ンγテノレ社のケ一月をとり
あげて，ここでは，労働者の影響力の拡大L 学習の機会の改善もみbれない
と非難してし、る [LO1977， pp. 86-87J。また，サーブ・ λカニア社立の初期
の実験について，そこでは「生産グループ」の名でグルーフ。作業が導入されて
いるが，それはノパウェ で実施された「半自律的作業集団」の原理のごく一
部しか実現されていないとして不満を表明してもいる [LO1977， pp. 93-94Jロ
問題なのは，同じ〈自律的作業集団に注目はしても，それによって実現され
るべ舎産業民主制について， SAF技術部と LOとには犬舎な差異のあったこ























あった。これでは LOとしても対応が必要となる。そこで， LOは， SAFが.
URAFを棚上げLζれとは別に大規模にプロジェクトを展開していること






URAFの中での対立と SAFの別行動がもたら Lたもう 1つの重安な結果
は， LOと TOCは URAFを通じては産業民主化が達成しえないよとを悟る
ようになり，産業民主化のための立法を求めるようになったことである。そう
した運動の結果が， 1970年代の 連の経営参加の立法の成立であった団。
















そのため， URAF の中で SAF と労働組合世~とは対立したが，この対立に上
り， SAFは技術部を通じて URAF とは別に独自にプロジェグ}を展開L，
数多くの職場で作業組織の変苧を実施した。しかし，そのこ左が労働組合側の
12) これについてはSUl寄で改めて述べる。
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